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-------------------------------------------------------------------------------------- 

親子関係や婚姻関係等を確認する行政

手続で戸籍謄抄本が不要に 

 

◆改正戸籍法施行で利便性アップ 

 令和元年成立の改正戸籍法には、本籍地の

市区町村でなければ戸籍謄本を取得できない

等の不便を解消するための新システム構築等

が盛り込まれていましたが、いよいよ新システム

が完成し、令和６年３月から次の３点が変わりま

す。 

○行政手続における戸籍謄抄本の添付省略

が可能に 

○戸籍の届出における戸籍謄抄本の添付省

略が可能に 

○本籍地以外での戸籍謄本発行が可能に 

詳細は以下の通りです。 

 

◆行政手続における戸籍謄抄本の添付省略が

可能に 

 例えば健康保険の被扶養者認定や国民年金

第３号被保険者の資格取得事務における婚姻

歴の確認といった、親子関係や婚姻関係等を確

認する手続きでマイナンバーを利用することとな

り、戸籍謄抄本の添付省略が可能になります。 

 

◆戸籍の届出における戸籍謄抄本の添付省略

が可能に 

 婚姻届や養子縁組届など様々な戸籍の届出

の際に、戸籍謄抄本の提出が不要になります。 

さらに、戸籍の届書が提出後電子化されるこ

とで、すぐに新しい戸籍謄抄本が発行できるよう

になります。 

 

◆本籍地以外での戸籍謄本発行が可能に 

 住んでいる市区町村や勤務先の最寄りの市区

町村の役場の窓口で、自身の戸籍のほか、配

偶者、父母、祖父母、子の戸籍の謄本も取得可

能になります。 

さらに、オンラインで行政手続をする際に利用

可能な戸籍の証明書として、新たに「戸籍電子

証明書」が発行されるようになります。パスポー

トの発給申請時にこの証明書を行政機関に提

示することで戸籍証明書等の添付が不要となる

予定で、今後、他の手続きにも拡大される見通

しです。 

【法務省「戸籍法の一部を改正する法律につい

て（令和６年３月１日施行）」】 

https://www.moj.go.jp/MINJI/minji04_00082.ht
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“つながらない権利”によって勤務時間外

の連絡を拒否したいと思っている人の割

合は 72.6％～連合の調査結果から 

 

テレワークや副業などの広まりから働き方が

柔軟になった一方で、勤務時間とプライベート時

間の区別がつけづらくなってきています。連合が

実施した、勤務時間外の業務上の連絡に関する

意識や実態、“つながらない権利”に関する意識
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調査から注目すべき点をご紹介します。 

◆調査結果のポイント 

○「勤務時間外に部下・同僚・上司から業務上

の連絡がくることがある」72.4％ 

 その頻度は、「ほぼ毎日」（10.4％）、「週に ２

～３ 日」（14.3％）、「月に２～３日」（12.1％）、

「月に １ 日以下」（17.9％）。業種別にみると、

［建設業］（82.7％）が最も高く、次いで［医療、福

祉］（79.6％）、［宿泊業、飲食サービス業］

（78.0％）となっています。 

○「勤務時間外に部下・同僚・上司から業務上

の連絡がくるとストレスを感じる」62.2％ 

また、その連絡の内容を確認しないと、内容

が気になってストレスを感じると回答した人の割

合も、60.7％ありました。同様に、取引先からの

連絡については、59％の人がストレスと感じてい

るようです。 

○「“働くこと”と“休むこと”の境界を明確にする

ために、勤務時間外の部下・同僚・上司から

の連絡を制限する必要があると思う」66.7％ 

また、「取引先からの連絡を制限する必要が

ある」と回答した人の割合も 67.7％ありました。 

○「“つながらない権利”によって勤務時間外の

連絡を拒否できるのであれば、そうしたいと思

う」72.6％ 

一方で、「“つながらない権利”があっても、今

の職場では拒否は難しいと思う」と回答した人は

62.4％いて、業種で見ると、［建設業］（74.1％）

が最も高く、次いで［宿泊業、飲食サービス業］

（73.2％）［医療、福祉］（72.8％）となりました。 

 

◆“つながらない権利”の法制化 

勤務時間外に仕事上のメールや電話への対

応を拒否できる権利、いわゆる「つながらない権

利」は、日本では法制化されていません。法制

化されたとしても、業種によっては、特殊性や緊

急性によって、権利を十分に行使できない可能

性もあります。また、拒否することによる勤務評

価やキャリア形成への悪影響を心配する労働者

もいます。 

権利を行使したい反面、行使することによる

不安を強く感じる人は多いでしょう。今後日本で

どのように法整備されるのか、注目です。 

 

【日本労働組合総連合会「“つながらない権利”に

関する調査 2023」】 

https://www.jtuc-

rengo.or.jp/info/chousa/data/20231207.pdf?6597 

 

 

賃金改定率が過去最高に～厚生労働省実

態調査から 

 

◆賃上げ実施企業、引上げ額、引上げ率ともに

昨年より増加 

厚生労働省の令和５年「賃金引上げ等の実

態に関する調査」結果によると、１人当たりの平

均賃金を引き上げた、または引き上げる企業の

割合は 89.1％（前年同比 3.4 ポイント増）、１人

当たりの平均賃金の引上げ額は 9,437 円（同

3,903 円増）となりました。平均賃金の引上げ率

は 3.2％（同 1.3 ポイント増）で、平成 11 年以降

で最も高い数値となりました。 

同調査は、常用労働者 100 人以上を雇用す

る会社組織の民営企業を対象とし、3,620 社を

抽出して 1,901社から有効回答を得たものです。 

産業別にみると、平均賃金を引き上げた、ま

たは引き上げる企業の割合は、「建設業」が

100.0％で最も高く、次いで「製造業」が 97.7％、

「電気・ガス・熱供給・水道業」が 92.9％となって

います。 

平均賃金の引上げ額は、「鉱業、採石業、砂

利採取業」が 18,507 円（引上げ率 5.2％）で最も

高く、次いで「情報通信業」が 15,402 円（同

4.5％）、建設業 12,752円（同 3.8％）となっていま

す。 

 

◆すべての企業が業績好調による賃金引上げ

とは限らない 

 賃金の改定の決定に当たり最も重視した要素

の割合をみると、「企業の業績」が 36.0％で最も

多く、次いで「労働力の確保・定着」が 16.1％、

「雇用の維持」が 11.6％となっています。 

本調査結果の通り、近年、賃金引上げを実施

する企業が増加しています。その理由として、物

価上昇への対応や従業員のモチベーション向上、
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人材確保・定着などが挙げられます。しかし、賃

金引上げを実施するすべての企業が業績好調

による引上げとは限らず、業績は改善しないが

従業員の生活を守り、人材流出を防ぐことを狙

いとして実施する企業も多いと考えられます。賃

金引上げを実施する際には、政府が掲げている

賃金引上げに向けた各種支援策等を参考にし

ながら慎重に検討する必要があるでしょう。 

【厚生労働省「令和５年賃金引上げ等の実態に

関する調査の概況」】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/c

hingin/jittai/23/dl/10.pdf 

 

 

介護離職、支援制度利用の現状と対策の

必要性 

 

◆介護離職に関するアンケート結果 

東京商工リサーチが行った「介護離職に関す

るアンケート」の結果によると、2023 年８月まで

の１年間に介護離職が発生した企業は 10.1％

あったそうです。離職してしまった従業員の属性

は、正社員が 65.3％を占めています。 

一般的には、50歳代から親の介護を担う必要

が高まる傾向にあります。つまり、働き盛りの中

堅以上の従業員が、介護のために離職してしま

う可能性が高まるということです。 

 

◆制度の利用状況 

一方、同調査では、介護休業または介護休暇

の利用状況についての結果も示されています。

介護離職した従業員の半数以上（54.5％）が、

介護休業または介護休暇を利用していなかった

ことがわかりました。 

仕事と介護の両立支援をマニュアルなどで明

文化している企業は 50.2％あったとのことですの

で、従業員への制度周知や会社による利用の

働きかけの不足、従業員が周囲に遠慮してしま

い休暇が取りにくいといった状況がうかがえます。 

 

◆育児・介護休業法の改正予定 

2024 年の通常国会で、育児・介護休業法の

改正が予定されています。 

従業員への介護に関する情報提供や制度選

択の意向確認の義務化などが検討されている

ほか、休業制度の利用を促すための研修や相

談窓口の設置を求めることも議論されるようです。 

 

「介護のことは従業員個人の問題」という意識

だったり、介護に限らずそもそも休暇が取りにく

かったりというのでは人を採用できる会社にはな

れない、という時代になっているようです。今後

の法改正の動向も見ながら、従業員の介護離

職による損失を防ぐ方策をしっかりと考えていき

たいですね。 

【東京商工リサーチ「介護離職に関するアンケー

ト」調査】 

https://www.tsr-

net.co.jp/data/detail/1198090_1527.html 
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１月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額（※）・住民税特別徴収税額

の納付［郵便局または銀行］ 

※ただし、６ヶ月ごとの納付の特例を受けて

いる場合には、令和５年 7 月から 12 月まで

の徴収分を 1 月 22 日までに納付 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞［公

共職業安定所］ 

31 日 

○ 法定調書＜源泉徴収票・報酬等支払調書・

同合計表＞の提出［税務署］ 

○ 給与支払報告書の提出＜１月１日現在のも

の＞［市区町村］ 

○ 固定資産税の償却資産に関する申告［市区

町村］ 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜

第４期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、

10 月～12 月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］ 

○ 労働保険料納付＜延納第３期分＞ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税に係る住宅用地の申告［市区町

村］ 

 

本年最初の給料の支払を受ける日の前日まで 

○ 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書の

提出［給与の支払者（所轄税務署）］ 

○ 本年分所得税源泉徴収簿の書換え［給与

の支払者］ 

 

 

当事務所よりひと言 

 今週家族で広島に小旅行に行ってきました。

原爆資料館では、悲惨な戦争の実態と、平和の

大切さへの思いを新たにしました。 

 今年１年いかがでしたでしょうか。師走のせわ

しない時期となりましたが、新年の事務所たより

をお送りいたします。来年も皆様が健康で穏や

かな年となることを祈念しております。 


